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地域医療構想について
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【地域医療構想とは】
団塊の世代が75歳以上となる2025年（令和７年）を見据え、将来の医療需要に

応じた病床機能の転換や病床数の適正化を通じて、効率的で質の高い医療提供体制

を構築しようとするもの。

【具体的な取り組み】
国は平成26年に「医療介護総合確保推進法」を制定し、全都道府県に対し2次医

療圏単位で2025年に必要な病床数を医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢

性期）ごとに推計するよう義務づけた。

本県でも平成28年に「地域医療構想」を策定し、現状の病床数と将来の必要病床

数の差を可視化。その結果、県全体で約3,000床が過剰になると推計され、機能別

では高度急性期、急性期、慢性期が過剰、回復期が不足と判明。

県では７つの医療圏に、すべての病院と地元医師会、市町村などで構成する「地

域医療構想調整会議」を設置し、将来の医療需要に応じた病床機能の転換と過剰と

なっている病床を削減について協議を進めている。
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地域医療構想とは

注）地域医療構想は、一般病床と療養病床が対象。
感染症病床、精神科病床、結核病床は対象外のため、病床数にカウントしない。



【医療ニーズの変化】
人口構造の変化により医療ニーズが変化し、今後、多くの医療資源の投入を必要

とする高度な治療や手術のニーズは減少していく。一方で、当面の間は75歳以

上の後期高齢者は増加し、誤嚥性肺炎などの疾患の医療のニーズは増加が見込
まれる。

【医療機能の維持】
医療ニーズがこのように変化していく中、多くの病院で従来の急性期機能を中

心とした医療を提供し続けようとすることは、減少していく患者を互いに奪い
合うことにもなる。それぞれの病院は、「医療の質の担保」と「安定した経営」を

持続できるほどの急性期患者を確保できず共倒れになり、結果として、地域に必要
な医療提供機能が失われかねない。

【医療資源の効率的な活用】
2024年４月から始まる医師の働き方改革における時間外労働の上限規制の適

用により、一定数以上の医師を配置することができない病院では、休日・夜間の
救急患者受入が困難になる可能性がある。そのため、地域で24時間365日の二

次・三次救急体制を確保するためには、限られた医療資源（医師等）をいかに

効率的に活用していくかが課題。
３

背景・趣旨 R3.8月 第1回医療政策研修会 資料（改）
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第３回地域医療構想及び医師確保計画に関するＷＧ（R4.3.2）資料１より



５

第３回地域医療構想及び医師確保計画に関するＷＧ（R4.3.2）資料１より



出典：和歌山県調査統計課『国勢調査結果の時系列データ』、社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）』

人口減少と後期高齢者の増加は確実に起きる（和歌山県の将来推計人口）

○既に「０～14歳」、「15～64歳」の人口（数）は減少
○「65～74歳」の人口（数）は今後減少
○後期高齢者「75歳以上」の「割合」は増加が続く
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〇 後期高齢者の増加に伴い、大きく増える疾患（例えば「肺炎」）
〇 75歳未満の減少に伴い、増えない疾患（例えば「がん」）
〇 それぞれ２つの「入院医療ニーズの変化」に対応する必要
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地域医療構想の必要性 ～人口構造と入院医療ニーズの変化への対応～

資料：地域医療構想策定支援ツール、平成29年患者調査（厚生労働省） ７



○ 高度･専門的な治療が求められる（医療資源投入量が多い）疾患よりも、総合的な診療が求められるような
（医療資源投入量がそれほど多くない）疾患がボリュームゾーンとなる。

○ 減少傾向にある高度・専門的な治療が求められる疾患（症例）が分散すると、次世代を担う医師を育成する
ための環境を確保できず、県内医療の質の低下や更なる医師不足につながりかねない。

資料：地域医療構想策定支援ツール、平成29年患者調査（厚生労働省）
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本県の2021年の病床数と「2025年の必要病床数」

９
※病床機能報告より
病床数は一般病床・療養病床

（単位：床） 

【１】 【２】 【１】－【２】

① 高度急性期 1,281 1,302 588 714

② 急性期 2,793 2,210 1,674 536

③ 回復期 622 1,072 1,836 ▲ 764

④ 慢性期 1,377 1,082 863 219

⑤ 分類なし 199 156 156

6,272 5,822 4,961 861

① 高度急性期 48 ▲ 48

② 急性期 483 438 267 171

③ 回復期 198 274 261 13

④ 慢性期 429 274 385 ▲ 111

⑤ 分類なし 19

1,129 986 961 25

① 高度急性期 6 12 65 ▲ 53

② 急性期 498 465 267 198

③ 回復期 171 186 327 ▲ 141

④ 慢性期 179 166 78 88

⑤ 分類なし 12

866 829 737 92

① 高度急性期

② 急性期 350 209 146 63

③ 回復期 85 233 148 85

④ 慢性期（特例） 263 223 201 22

⑤ 分類なし

698 665 495 170
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（単位：床） 

【１】 【２】 【１】－【２】

① 高度急性期 4 8 20 ▲ 12

② 急性期 492 460 210 250

③ 回復期 97 123 191 ▲ 68

④ 慢性期 274 267 234 33

⑤ 分類なし 38

905 858 655 203

① 高度急性期 36 113 120 ▲ 7

② 急性期 926 646 404 242

③ 回復期 171 369 340 29

④ 慢性期 503 329 249 80

⑤ 分類なし 44 38 38

1,680 1,495 1,113 382

① 高度急性期 44 ▲ 44

② 急性期 559 399 174 225

③ 回復期 64 110 212 ▲ 102

④ 慢性期 397 341 154 187

⑤ 分類なし 44 40 40

1,064 890 584 306

① 高度急性期 1,327 1,435 885 550

② 急性期 6,101 4,827 3,142 1,685

③ 回復期 1,408 2,367 3,315 ▲ 948

④ 慢性期 3,422 2,682 2,164 518

⑤ 分類なし 356 234 234

12,614 11,545 9,506 2,039
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医師の働き方改革とその対応
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● 「働き方改革関連法」に基づいて、2019年度から多くの職種について残業の上限規制が適用。

● ただし、医師法で「診療を原則拒めない『応招義務』を定めている」ことなどを理由に、法の適用は
2024年度まで猶予することに。

１．導入の背景

● 地域医療は、勤務医の激務によって成り立っているのが実情だが、医師についても残業規制の対象に。

２．時間外労働の考え方

● 医師は年間の残業が原則960時間まで。 但し、例外的に1,860時間まで認められる（下表参照）。

● 指定される事由となった業務に従事する医師にのみ適用。医療機関は内容に応じて県の指定を受ける必要あり。

課 題

● 国が勤務医に対して行ったアンケート結果
では業務内容等に応じてA,B,C水準がある
ことを知らない医師が約５割を占めた。

● また、アンケートでは、勤務医の６割は所
属組織（病院、診療所、医局等）から発信
される情報を入手していることが判明。
（詳細をインターネットで知る医師も多い）

● 働き方改革を進めるためには、勤務医自身
がこの制度を正しく理解することが重要。
院内での勉強会や国によるモバイルをメイ
ンにした情報発信が不可欠。

● しかし、厚労省「勤務医に対する情報発信に関する作業部会」で行ったアンケートでは課題も浮き彫りに。

医師の働き方改革とは・・・

R4.1.24公表

36協定で定める時間 実際に働ける時間

C-2 1,860以下 1,860以下

対象となる医師

自院だけなら960ｈに収まるが、

副業先や派遣先の残業時間を含め

ると960hを超える

手術や救急などで夜間、休日、時

間外に業務が頻発

臨床・専門研修で長時間、集中的

に経験を積む必要がある

特定の高度な技能の習得のため、

経験を積む必要がある

年間の残業時間が960h以内

B

（2035年度末まで）
1,860以下 1,860以下

C-1
1,860以下 1,860以下

医療機関に

必要な指定

医師に適用される水準

－ 960以下 960以下

連携B

（2035年度末まで）
960以下 1,860以下

臨床研修医は若く立場的に弱いので、より強い健康確保措置が必要
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○ 時間外勤務の上限を年間1860時間とした場合でも、医師が４人以上いない診療科
では、2024年度以降、休日・夜間（時間外）の診療体制（＝救急体制）を確保す
ることができなくなる

A病院

●●●科 ●●●科 ●●●科

休日・夜間に医師を配置できなくなる
休日・夜間に１名の医師を
配置することができる

※ただし、４名の医師がそれぞれ年間1860
時間（月155時間）程度の時間外勤務に従
事することが必要

（４人） （３人） （２人）

それでも
激務！

12

医師の働き方改革への対応 R3.8月 第1回医療政策研修会 資料より

B病院 C病院



○ 宿日直（休日・夜間）は全て時間外労働とするなどの一定の条件を設定し、各科、休日・夜間の１名体制
を確保するために最低限必要となる医師数を試算すると、Ａ水準では９人、Ｂ水準では４人となる。

○ 医師の時間外労働の上限規制が施行される段階では、仮にこれまでと同じ医師数を確保できていたとして
も、受入可能な救急件数が減少するなどの影響があるのではないか。

時間外労働時間と必要医師数の試算

＜仮定条件の設定＞
・宿日直（休日・夜間）は全て時間外労働とする
・休日・夜間は１名体制
・全員が、宿日直、時間外労働を均等に行う
・１ヶ月30日（平日22日、休日８日）とする
・平日は１日１時間の時間外労働が平均的に発生

＜１ヶ月に発生する延べ時間外労働時間＞
平日に発生する時間外：（24-9時間）× 22日=330時間
休日に発生する時間外：24時間 × 8日=192時間
計522時間／月の時間外労働時間が存在

Ａ水準（年間960時間＝月80時間）
522時間÷（80-22時間※）=9.0人
（※１人あたり平日１日１時間の時間外労働を前提）

Ｂ水準（年間1860時間＝月155時間）
522時間÷（155-22時間※）＝3.9人
（※１人あたり平日１日１時間の時間外労働を前提）

E病院

D病院

C病院

B病院

A病院

これまでの救急受入件数

E病院

D病院

C病院

B病院

A病院

2024年の受入可能件数

医師の時間外労働の上限規制施行
↓

実質的なマンパワーの減となる可能性
（医師１人あたりの勤務可能時間が短くなる）

↓
これまでと同じ医師数がいたとしても、受入可能

な救急件数などに影響が及ぶおそれ

これまでと同数の医師
しか勤務できない場合

13

医師の働き方改革への対応 R3.8月 第1回医療政策研修会 資料より（改）

注）上記試算には勤務間インターバルや代償休息の概念は入れていない



○ 人的資源（医師等）の分散により、救急車の受け入れ縮小・困難となるおそれ
（※病院や病床が近くにたくさんあっても、それが機能していなければ意味がありません）

夜間の救急

どの病院でも必要十分な医療提供（特に救急医療）ができなくなるおそれ･･･

別の患者に対応中で、
受け入れできません･･･

休日・夜間は受け入れ
できません･･･

休日・夜間は受け入れ
できません･･･

病院はあるけど、受入
先が決まらない･･･
隣りの圏域まで行かな
いと･･･
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今から手を打たないと・・・ R3.8月 第1回医療政策研修会 資料より



A病院

B病院

C病院
若手医師

症例数

症例数

症例数

地 方
症例数

都市部の病院

以前に比べて、症例数
が減ってきたなあ･･･

なかなか経験を積む
機会がないなあ･･･

もっと症例数の
多い病院で学び

たいな･･･

やっぱり都市部の
病院に行こうかな

…

医療の質低下 若手医師流出 15

今から手を打たないと・・・ R3.8月 第1回医療政策研修会資料より

⇒ ② 若手医師にとっての研修先や勤務先としての魅力が低下し、若い医師が
集まりにくくなる

○ 高度・専門的な治療の対象患者は減少 → それぞれの病院の症例数（手術等）が減少

⇒ ① 医療の質低下



急性期患者数（↓）
症例数（手術件数）（↓）
高度・専門的な機能（↓）

医師高齢化（↑）

若い医師が県内（地域）に
残らない

若い医師

急性期患者数（↓）
医師高齢化（↑）

医師数（↓）
救急機能（↓）

地域全体の医療機能（↓）
若い医師にとっての魅力（↓）

都会（県外）
の病院

急性期患者数（↓）
手術機能（↓）
医師数（↓）

今から手を打たないと・・・ R3.8月 第1回医療政策研修会 資料より

○ 若い医師が県内に残らず、医師の高齢化が更に進む

○ 急性期患者の奪い合い → 病院の共倒れ → 地域全体の医療機能（↓）

16



第３回地域医療構想及び医師確保計画に関するＷＧ（R4.3.2）資料１より

今から手を打たないと・・・（提供者側（医師）の高齢化も進展）
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○ 臨床研修を行った病院を選んだ理由は、大学病院、大学病院以外ともに「臨床研修のプログ
ラムが充実」が最も多いが、「多くの症例を経験できる」も上位に位置づけられている。
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38.4%

34.6%

29.4%

24.4%

18.7%

17.0%

14.3%
11.5% 10.6%
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7.8%

7.2% 6.1%
4.7%

3.4% 1.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

大学病院（n=3,771） 大学病院以外（n=2,671）

臨床研修を行った病院を選んだ主な理由

今から手を打たないと・・・ R2.12.10
第3回医道審議会医師分科会資料（改）
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○ 医療ニーズの減少、変化に伴って、全ての病院の機能が縮小してしまうと、将来、
地域に必要な医療機能が失われるおそれ

現在の機能 10～20年後の機能

A病院 B病院 C病院 A病院 B病院 C病院

高度・専門的な治療、
手術機能

重症患者の救急受入
れ機能

休日・夜間の救急受
入れ機能

軽・中等症患者の救
急受入れ機能

医療機能を
喪失

19

今から手を打たないと・・・ R3.8月 第1回医療政策研修会 資料より



入院医療ニーズの変化
症例数（手術等）↓

医師の働き方改革に

対応しなければならない 地域内の医療の量↓ ⇒ 質↓

若い医師↓
地域内の医師数↓

必要な時に必要な医療を

受けられなくなる

○ どこかで流れを変えないと、抜け出せなくなります

地域内で受けられる
医療の量や質が低下

人口減少、後期高齢者の増加

20

今から手を打たないと・・・ R3.8月 第1回医療政策研修会 資料より



「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を
推進するための医療法等の一部を改正する法律」の成立

について

令和３年６月３日 第79回社会保障審議会医療部会 資料１

21

これからの地域医療構想について
R3.7.29

第１回地域医療構想及び医師確保
計画に関するWG（資料２関係）



良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等

の一部を改正する法律の概要改正の趣旨

改正の概要

＜Ⅰ．医師の働き方改革＞

長時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確保のための措置の整備等 （医療法） 【令和６年４月１日に向け段階的に施行】

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、次の措置を講じる。

・ 勤務する医師が長時間労働となる医療機関における医師労働時間短縮計画の作成

・ 地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する医療機関を都道府県知事が指定する制度の創設

・ 当該医療機関における健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施 等

＜Ⅱ．各医療関係職種の専門性の活用＞

１．医療関係職種の業務範囲の見直し （診療放射線技師法、臨床検査技師等に関する法律、臨床工学技士法、救急救命士法） 【令和３年10月１日施行】

タスクシフト/シェアを推進し、医師の負担を軽減しつつ、医療関係職種がより専門性を活かせるよう、各職種の業務範囲の拡大等を行

う。

２．医師養成課程の見直し （医師法、歯科医師法） 【①は令和７年４月１日／②は令和５年４月１日施行等】 ※歯科医師も同様の措置

①共用試験合格を医師国家試験の受験資格要件とし、②同試験に合格した医学生が臨床実習として医業を行うことができる旨を明確化。

＜Ⅲ．地域の実情に応じた医療提供体制の確保＞

１．新興感染症等の感染拡大時における医療提供体制の確保に関する事項の医療計画への位置付け （医療法）【令和６年４月１日施】

医療計画の記載事項に新興感染症等への対応に関する事項を追加する。

２．地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組の支援（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律）【公布日施行】

令和２年度に創設した「病床機能再編支援事業」を地域医療介護総合確保基金に位置付け、当該事業については国が全額を負担する

こととするほか、再編を行う医療機関に対する税制優遇措置を講じる。

３．外来医療の機能の明確化・連携 （医療法） 【令和４年４月１日施行】

医療機関に対し、医療資源を重点的に活用する外来等について報告を求める外来機能報告制度の創設等を行う。

＜Ⅳ．その他＞ 持ち分の定めのない医療法人への移行計画認定制度の延長 【公布日施行】

良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進する観点から、医師の働き方改革、各医療関係職種の専門性の活用、地域

の実情に応じた医療提供体制の確保を進めるため、長時間労働の医師に対し医療機関が講ずべき健康確保措置等の整備や地域医療構

想の実現に向けた医療機関の取組に対する支援の強化等の措置を講ずる。

令和3年6月3日
医療部会資料
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施行日 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

主な改正内容

長時間労働の医師の労働時間短縮
及び健康確保のための措置の整備
等

R6.4.1に向
け段階的に
施行

医療関係職種の業務範囲の見直し
R3.10.1施
行

医師養成課程等の見直し

※歯科は医科のそれぞれ１年後に施行

R5.4.1施行

※受験資格の
見直しは
R7.4.1施行

新興感染症等の感染拡大時におけ
る医療提供体制の確保に関する事
項の医療計画への位置付け

R6.4.1施行

地域医療構想の実現に向けた医療
機関の取組の支援

公布日施行

外来医療の機能の明確化・連携 R4.4.1施行

持ち分の定めのない医療法人への
移行計画認定制度の延長

公布日施行

主な改正内容に関する施行スケジュール

公布

施行に向け
た検討

外来機能報告等の実施 （施行状況等を踏まえ、改善検討）

外来医療計画ガイ
ドライン見直し検討

外来医療計画
見直しの検討

８次医療計画（外来医療計画を含む）に基づく外来機能の明確化・連携の推進

支援の実施

基本方針等の改正 第８次
医療計画
策定作業

第８次
医療計画
（上半期）

※登録免許税の優遇措置は
令和４年度まで

※新興感染症等対応を含む
５疾病６事業・在宅医療
等について検討

第８次
医療計画
（下半期）

医師法に基づく共用試験の実施
（合格者は臨床実習において医業を実施）

労働時間短縮計画の案の作成

医療機関勤務環境評価セン
ターによる第三者評価

都道府県による特例水準
対象医療機関の指定

労働時間短縮計画に基づく取組み
特例水準適用者への追加的健康確保措置
定期的な労働時間短縮計画の見直し、評価受審

医師国家試験の受験資格において
共用試験合格を要件化

タスクシフト／シェアの推進

共用試験の内容等の検討

制度の運用、令和５年10月
以降の制度の検討

審査組織による
C-2水準の個別審査

施行

令和3年6月3日
医療部会資料
（一部修正）

23



第８次医療計画等に関する検討会
○医療計画の作成指針（新興感染症等への対応を含む５疾病６事業・在宅医療等）
○医師確保計画、外来医療計画、地域医療構想 等

※具体的には以下について検討する
・医療計画の総論（医療圏、基準病床数等）について検討
・各検討の場、WGの検討を踏まえ、５疾病６事業・在宅医療等について総合的に検討
・各WGの検討を踏まえ、地域医療構想、医師確保計画、外来医療計画について総合的に検討

第８次医療計画の策定に向けた検討体制（イメージ）

在宅医療及び
医療・介護連携に

関するWG

＊ へき地医療、周産期医療、小児
医療については、第７次医療計画
の策定に向けた検討時と同様、それ
ぞれ、以下の場で専門的な検討を
行った上で、「第8次医療計画等に
関する検討会」に報告し、協議を進
める予定。

・へき地医療
厚生労働科学研究の研究班

・周産期医療、小児医療
有識者の意見交換

○以下に関する詳細な検討

・在宅医療の推進
・医療・介護連携の推進 等

※検討事項の取りまとめ後、外来医療計画ガイ
ドラインに関する検討の場として改組を予定。

【５疾病】

各疾病に関する
検討の場 等

【新興感染症等】

感染症対策（予防計画）
に関する検討の場 等

連携

報告

※医師確保計画及び外来医療計画については、現在「医師需給分科会」で議論。
次期計画の策定に向けた議論については、本検討会で議論。

○ 現行の医療計画における課題等を踏まえ、特に集中的な検討が必要な項目があることから、本検討会の下に、以下の
３つのワーキンググループを立ち上げ、議論することとしてはどうか。（構成員は、座長と相談の上、別途定める）

○ 新興感染症等への対応に関し、感染症対策（予防計画）に関する検討の場と密に連携する観点から、双方の検討会・
検討の場の構成員が合同で議論を行う機会を設けることとしてはどうか。

24

令和3年6月18日
第８次医療計画等に関する検討会資料（一部改）

救急･災害医療
提供体制に関する

WG

○以下に関する詳細な検討

・第8次医療計画の策定に
向けた救急医療提供体制
の在り方
・第8次医療計画の策定に
向けた災害医療提供体制
の在り方 等

外来機能報告等に
関するWG※

○以下に関する詳細な検討

・医療資源を重点的に活用す
る外来
・外来機能報告
・地域における協議の場
・医療資源を重点的に活用す
る外来を地域で基幹的に担
う医療機関 等

地域医療構想及び
医師確保計画に
関するWG

○以下に関する詳細な検討

・医師の適正配置の観点を
含めた医療機能の分化・連
携に関する推進方針
・地域医療構想ガイドライン
・医師確保計画ガイドライン
等



医療計画 新興感染症 地域医療構想 医師確保計画 外来医療計画

R３
[2021]
年度

４～６月
外来機能報告等に関するWG開催

７～９月

10～12月
外来機能報告等に関する取りまとめ

１～３月

・総論（医療圏、基準病床数等）
・各論（５疾病、６事業、在宅等）
について各検討会等での
議論の報告

ガイドライン改正に向けた検討 ガイドライン改正に向けた検討

R４
[2022]
年度

４～６月

７～９月

10～12月

報告書取りまとめ
（基本方針改正、医療計画作成指針等の改正 等）

報告書取りまとめ
（ガイドライン改正等）

報告書取りまとめ
（ガイドライン改正等）

１～３月
基本方針改正（告示）
医療計画作成指針等の改正（通知）

ガイドライン改正（通知） ガイドライン改正（通知）

R５[2023]
第８次医療計画策定 次期医師確保計画策定 次期外来医療計画策定

R６[2024]
第８次医療計画開始 次期医師確保計画開始 次期外来医療計画開始

R７[2025]

医療部会（6/3）

第８次医療計画に向けた取組（全体イメージ）

国

都
道
府
県

感染症対策に関
する検討の場と
連携しつつ議論

地域医療構想及び医師確保計画に関するWG開催

地域医療構想の
推進

第８次医療計画等に関する検討会開催

令和3年6月18日
第８次医療計画等に関する検討会資料（一部改）
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今後の進め方
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今後の検討事項（案）

(1) 各地域における検討・取組状況に関するさらなる把握

〇 再検証対象医療機関における具体的対応方針の再検証

〇 民間医療機関も含めた再検証対象医療機関以外の医療機関
における対応方針の策定（策定済の場合、必要に応じた見直しの検討）

(2) 地域における協議・取組の促進策に関する検討

〇 新型コロナ対応の経験も踏まえた、地域医療構想調整会議など都道府県による取組の在り方

〇 積極的に検討・取組を進めている医療機関・地域に対する支援の在り方 等

(3) 2025年以降を見据えた枠組みの在り方に関する検討

１．地域医療構想

(1) 各都道府県における計画の策定状況や取組状況に関するさらなる把握

(2) 次期医師確保計画の策定（ガイドライン改定）に向けた検討

〇 医師偏在指標や医師多数区域・医師少数区域の在り方

〇 医師の確保の方針や目標医師数の在り方

〇 医師確保に向けた効果的な施策の在り方 等

２．医師偏在対策（医師確保計画）

一体的に取り組むための
具体的方策

27

※ 新型コロナウイルス感染症への対応状況に配慮しつつ、
各地域において地域医療構想調整会議を主催する都道府県
等とも協議を行い、具体的な工程の設定について検討
（2023年度に各都道府県において第８次医療計画の策定作
業が進められることを念頭に置き、2022年度中を目途に地
域医療構想の実現に向けた地域の議論が進められているこ
とが重要となることにも留意）

（ R3.7.29  第1回地域医療構想WG 資料1より）
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R3.12.10 「地域医療確保に関する
国と地方の協議の場」（資料１・抜粋）
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地域医療構想調整会議における検討状況の国への報告様式
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参考資料

36



2040年に向けて人材不足等の新たな課題に対応するため、地域医療構想の実現に向けた取組、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革

を三位一体で推進し、総合的な医療提供体制改革を実施する。
地域医療構想の実現に向け、全ての公立・公的医療機関等に係る具体的対応方針について、診療実績データの分析を行い、具体的対応方

針の内容が、民間医療機関では担えない機能に重点化され、2025年において達成すべき医療機能の再編、病床数等の適正化に沿ったもの
となるよう、重点対象区域の設定を通じて国による助言や集中的な支援を行うとともに、適切な基準を新たに設定した上で原則として
2019年度中（※）に対応方針の見直しを求める。民間医療機関についても、2025年における地域医療構想の実現に沿ったものとなるよ
う対応方針の策定を改めて求めるとともに、地域医療構想調整会議における議論を促す。こうした取組によっても病床の機能分化・連携が
進まない場合には、2020年度に実効性のある新たな都道府県知事の権限の在り方について検討し、できる限り早期に所要の措置を講ず
る。地域医療介護総合確保基金の配分（基金創設前から存在している事業も含む）における大幅なメリハリ付けの仕組みや国が主導する実
効的なＰＤＣＡサイクルを構築するとともに、成果の検証等を踏まえ、真に地域医療構想の実現に資するものとする観点から必要な場合に
は、消費税財源を活用した病床のダウンサイジング支援の追加的方策を講ずる。病床の転換や介護医療院への移行等が着実に進むよう、地
域医療介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策の効果・コスト
の検証を行い、必要な対応を検討する。 ※医療機関の再編統合を伴う場合については、遅くとも2020年秋ごろ
まで。

地域医療構想の実現に向けて地域ごとの「地域医療構想調整会議」での具体的議論を促進する。病床の役割分担を進めるためデータを国

から提供し、個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針の速やかな策定に向けて、２年間程度で集中的な検討を促進する。これに
向けて、介護施設や在宅医療等の提供体制の整備と整合的な慢性期機能の再編のための地域における議論の進め方を速やかに検討する。こ
のような自主的な取組による病床の機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよう、権限の在り方
について、速やかに関係審議会等において検討を進める。また、地域医療介護総合確保基金について、具体的な事業計画を策定した都道府

県に対し、重点的に配分する。

【経済財政運営と改革の基本方針2017（平成29年６月９日閣議決定）［抜粋］】

地域医療構想の実現に向けた個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針について、昨年度に続いて集中的な検討を促し、2018

年度中の策定を促進する。公立・公的医療機関については、地域の医療需要等を踏まえつつ、地域の民間医療機関では担うことができない
高度急性期・急性期医療や不採算部門、過疎地等の医療提供等に重点化するよう医療機能を見直し、これを達成するための再編・統合の議
論を進める。 このような自主的な取組による病床の機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよ
う、権限の在り方について、速やかに関係審議会等において検討を進める。病床の転換や介護医療院への移行などが着実に進むよう、地域
医療介護総合確保基金や急性期病床や療養病床に係る入院基本料の見直しによる病床再編の効果などこれまでの推進方策の効果・コストの
検証を行い、必要な対応を検討するとともに、病床のダウンサイジング支援の追加的方策を検討する。

【経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）［抜粋］】

【経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）［抜粋］】
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感染症の次の大きな波も見据え、今までの経験で明らかになった医療提供体制等の課題に早急に対応する。都道府県が、二次医療圏間の
病床や検査能力等の把握と必要な調整を円滑に行えるようにするとともに、医療機関間での医療従事者協力等を調整できる仕組みを構築す
る。加えて、都道府県間を超えた病床や医療機器の利用、医療関係者の配置等を厚生労働大臣が調整する仕組みを構築する。累次の診療報
酬上の特例的な対応や新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等による対策の効果を踏まえつつ、患者が安心して医療を受けられる
よう、引き続き、医療機関・薬局の経営状況等も把握し、必要な対応を検討し、実施する。また、本年の薬価調査を踏まえて行う2021年度
の薬価改定については、骨太方針2018等の内容に新型コロナウイルス感染症による影響も勘案して、十分に検討し、決定する。
感染症への対応の視点も含めて、質が高く効率的で持続可能な医療提供体制の整備を進めるため、可能な限り早期に工程の具体化を図

る。その際、地域医療構想調整会議における議論の活性化を図るとともに、データに基づく医療ニーズを踏まえ、都道府県が適切なガバナ
ンスの下、医療機能の分化・連携を推進する。

病院と診療所の機能分化・連携等を推進しつつ、かかりつけ機能の在り方を踏まえながら、かかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつ
け薬剤師の普及を進める。

【経済財政運営と改革の基本方針2020（令和２年７月17日 閣議決定）［抜粋］】

第３章 感染症で顕在化した課題等を克服する経済・財政一体改革
２．社会保障改革
（１）感染症を機に進める新たな仕組みの構築

今般の感染症対応での経験を踏まえ、国内で患者数が次に大幅に増えたときに備えるため、また、新たな新興感染症の拡大にも対応する
ため、平時と緊急時で医療提供体制を迅速かつ柔軟に切り替える仕組みの構築が不可欠である。このため、症状に応じた感染症患者の受入
医療機関の選定、感染症対応とそれ以外の医療の地域における役割分担の明確化、医療専門職人材の確保・集約などについて、できるだけ
早期に対応する。

あわせて、今般の感染症対応の検証や救急医療・高度医療の確保の観点も踏まえつつ、地域医療連携推進法人制度の活用等による病院の
連携強化や機能強化・集約化の促進などを通じた将来の医療需要に沿った病床機能の分化・連携などにより地域医療構想を推進するととも
に、かかりつけ医機能の強化・普及等による医療機関の機能分化・連携の推進、更なる包括払いの在り方の検討も含めた医療提供体制の改
革につながる診療報酬の見直し、診療所も含む外来機能の明確化・分化の推進、実効的なタスク・シフティングや看護師登録制の実効性確
保（※）並びに潜在看護師の復職に係る課題分析及び解消、医学部などの大学における医療人材養成課程の見直しや医師偏在対策の推進な
どにより、質が高く効率的で持続可能な医療提供体制の整備を進める。オンライン診療を幅広く適正に活用するため、初診からの実施は原
則かかりつけ医によるとしつつ、事前に患者の状態が把握できる場合にも認める方向で具体案を検討する。また、引き続き、地域の産科医
療施設の存続など安心・安全な産科医療の確保及び移植医療を推進するとともに、希少疾病である難病の対策を充実する。

※ デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第37号）に、マイナンバー制度を利活用した看護師等の資格管理簿と
就業届等の情報の突合による人材活用が盛り込まれている。

（２）団塊の世代の後期高齢者入りを見据えた基盤強化・全世代型社会保障改革
効率的な医療提供体制の構築や一人当たり医療費の地域差半減に向けて、地域医療構想のＰＤＣＡサイクルの強化や医療費適正化計画の

在り方の見直しを行う。具体的には、前者について、地域医療構想調整会議における協議を促進するため、関係行政機関に資料・データ提
供等の協力を求めるなど（※）環境整備を行うとともに、都道府県における提供体制整備の達成状況の公表や未達成の場合の都道府県の責
務の明確化を行う。

※このほか、議事録の公表に努めること、協議結果を関係市町村へ報告することなどを想定している。

【経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月18日閣議決定）［抜粋］】
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具体的対応方針の再検証等について（令和２年１月17日付け医政局長通知のポイント）

１．基本的な考え方

２．再検証要請等の内容

〇 このうち、「A 診療実績が特に少ない」（診療実績が無い場合も含む。）が９領域全て（以下「A9病院」という。）、又は「B 類似かつ近接」
（診療実績が無い場合も含む。）が６領域全て（人口100万人以上の構想区域を除く。以下「B6病院」という。）となっている公立・公的医療機関等
の具体的対応方針を再検討の上、地域医療構想調整会議において改めて協議し、合意を得るよう求めるもの。

（１）再検証対象医療機関（A9・B6病院）の具体的対応方針の再検証
以下①～③についてA9・B6病院で検討の上、その検討結果を調整会議で
協議すること。
B6病院が所在する構想区域の調整会議では、④についても協議するこ

と。
A9病院が所在する構想区域の調整会議では、必要に応じて、④について
も協議すること。

① 現在の地域の急性期機能、人口の推移、医療需要の変化等、医療
機関を取り巻く環境を踏まえ、2025年を見据えた自医療機関の役割
の整理

② ①を踏まえた上で、分析の対象とした領域ごとの医療機能の方向
性（他の医療機関との機能統合や連携、機能縮小 等）

③ ①②を踏まえた４機能別の病床の変動

【構想区域全体の2025年の医療提供体制の検証】
④ 構想区域全体における領域ごとの2025年の各医療機関の役割分担

の方向性等（必要に応じて、病床数や医療機能を含む。）

（２）一部の領域で「診療実績が特に少ない」又は「類似かつ近接」に該
当する公立・公的医療機関等（A1~8・B1~5病院）への対応

調整会議において、A1～8・B1～5病院の具体的対応方針について
改めて議論すること。

〇 「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）を踏まえ、地域医療構想調整会議における地域の現状や将来像を踏まえた議
論を活性化させることを目的に、厚生労働省において、公立・公的医療機関等の高度急性期・急性期機能に着目した診療実績データの分析を実施。

〇 厚生労働省の分析結果は、公立・公的医療機関等の将来担うべき役割や、それに必要な病床数や病床の機能分化・連携等の方向性を機械的に決める
ものではない。各公立・公的医療機関等の取組の方向性については、地域医療構想調整会議において、当該分析だけでは判断し得ない地域の実情に関
する知見を補いながら、議論を尽くすこと。

（３）H29病床機能報告未報告医療機関等への対応
調整会議において、H29病床機能報告未報告等医療機関等は、具体的

対応方針の妥当性について、直近の自医療機関の実績等を踏まえて説明
すること。調整会議において合意が得られなければ、具体的対応方針を見
直し、調整会議で改めて協議の上、合意を得ること。

３．主な留意事項

４．今後の進め方及び議論の状況把握

〇 定例的な調整会議の会議資料や議事録等はできる限り速やかな公表に努め
ること。ただし、国から提供した分析結果は、都道府県の最終確認を踏まえ国
が確定するまでは、当該資料等については非公表として取り扱うこと。
また、 随時開催を組み合わせながら、より多くの医療機関の参画が得られ
るような工夫をすること。

〇 公立・公的医療機関等については、開設主体ごとに期待される役割や税制
上・財政上の措置等の違いに留意が必要。 等

当面、「経済財政運営と改革の基本方針2019」を基本として、調整会
議での議論を進めること。

今後、厚生労働省において、再検証に係る地域医療構想調整会議の議
論の状況を把握し、2020年度から2025年までの具体的な進め方（スケ
ジュール等）
については、状況把握の結果及び地方自治体の意見を踏まえ、整理の上
改めて通知予定。

和歌山医療圏では、済生会和歌山、海南医療センター、国保野上厚生
総合の3病院が名指しされたが、令和2年2月13日の調整会議で、3病院
とも「当面は現状維持する」ことを確認したところ。 39


